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本研究では， （ ：地理情報システム）を用いて，都道
府県レベルで看護職員の離職率を地図化し，その地域格差について検討することを目的として
いる。
看護職員の離職率に関するデータは，日本看護協会の病院における看護職員需給状況調査か

ら取得している。 を用いた地図化については，常勤看護職員では2003年度から2005年度ま
での離職率，新卒看護職員では2005年度の離職率にかかわる地図を作成し，都道府県および地
域ブロックレベルにおける分布事象を考察している。さらに直近のデータである2005年度の離
職率については，都道府県別の病院数および200床以上の規模の病院数の分布との比較から，
類似の傾向が認められた常勤看護職員の離職率を予測変数，病院数，200床以上の病院数を説
明変数とする多項式回帰モデルによる回帰分析を行っている。
常勤看護職員の離職率については，東京圏と大阪圏において高い水準を維持しており，全体

として西高東低に類する分布が見いだされた。一方，新卒看護職員の離職率については，東京
圏を除く東北地方から近畿地方に至る太平洋側で低い傾向がみられた。また，病院数および
200床以上の病院数については，常勤看護職員の離職率との関連性が認められ，離職率の決定
要因としての可能性が示唆された。
本研究から，看護職員の離職率について，地理的特性や空間的位相関係から検討することの

可能性が示唆された。看護職員の離職率を検討する際には，適切な分析単位の設定が不可欠と
考えられる。

（ ：地理情報システム），看護職員，離職率，
地域格差

Ⅰ

厚生労働省が2005年12月に公表した第六次看
護職員需給見通し1)では，2006年から2010年ま
での５年間の看護職員の需要数は131万4100
人～140万6400人，供給数は127万2400人～139
万500人と推定されている。これら一連の数値
は都道府県による算定を積算したものであり，
2006年４月の診療報酬改定の影響が加味されて

いないことから，最終的に推定を上回る需給不
均衡となる可能性が考えられるが，病院勤務の
看護職員の需要に限定すると，2006年の81万
3900人から2010年の87万4800人までに６万900
人の増加が見込まれている。
需要の増加が見込まれている一方で，日本看
護協会の病院における看護職員需給状況調
査2)-4)による常勤看護職員の離職率が，2003年
度は11.6％，2004年度は12.1％，2005年度は
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12.3％（2005年度，2004年度は全国の病院の悉
皆（しっかい）調査，2003年度は会員勤務病院
を対象とする調査）とわずかながら増加の傾向
にあり，結婚，妊娠・出産，育児を契機とする
離職に加えて，医療の高度化・複雑化，患者の
高齢化・重症化，在院日数の短縮等による労働
環境の悪化からの離職が問題視されている。
また，新卒看護職員の離職率をみると，2003

年度から2005年度まで３年連続で9.3％であ
り2)-4)，常勤看護職員と比較して安定的な推移
となっているが，日本看護協会の2004年新卒看
護職員の早期離職等実態調査5)における新卒看
護職員の職場定着を困難にしている要因として，
「基礎教育終了時点の能力と看護現場で求める
能力とのギャップ」「看護職員に従来より高い
能力が求められるようになってきている」が上
位に挙げられているなど，看護実践能力に対す
る不安等を要因とした早期の離職が報告されて
いる。なお，これらの離職率は年度内の退職者
数あるいは新卒退職者数を当該年度の平均常勤
職員数，新卒採用者数で除して算出したもので
あり，退職者数には他の医療機関等への転職者
が含まれている。

全国レベルでの離職率の推移に加えて，都道
府県を単位とした離職率を概観すると，2005年
度の常勤看護職員においては，最高の東京都
17.7％から最低の岩手県6.7％まで11.0ポイン
トの差となっており，新卒看護職員では栃木県
の15.9％から秋田県の2.5％までその差は13.4
ポイントに拡大している。また，全国平均値と
の比較では，栃木県では常勤看護職員の離職率
が9.9％と低いのに対して新卒看護職員は15.9
％と高く，埼玉県では反対に常勤看護職員が
14.5％と高く，新卒看護職員が8.0％で低いと
いったように，都道府県の離職率に異なる傾向
が存在していることから，離職率の地域格差を
検討する意義は少なくないと考えられる。
本研究では以上を踏まえて，空間的位相関係
にかかわる分析支援ツールとして活用されてい
る （ ：地
理情報システム）を用いて，看護職員の離職率
の地域格差に関する実態把握に重点を置いた分
析を目的とする。具体的には，都道府県単位で
の常勤看護職員および新卒看護職員の離職率の
多寡に加えて， を用いて地図化した都道府
県および地域ブロック単位での離職率の分布と
他の統計情報との関連性を検討することにより，
看護職員の需給にかかわる議論に資するデータ
を提供する。

Ⅱ

対象となるデータは，日本看護協会の2004年
から2006年までの病院における看護職員需給状
況調査2)-4)および厚生労働省の平成17年医療施
設（静態・動態）調査・病院報告6)を参照して
取得している。
一般に医療・保健・衛生行政にかかわる統計
情報は一覧表として公表されるため，空間的位
相関係や他の統計情報との関連性等の把握が容
易ではないが， を用いて地図化することに
より，目的に応じた多面的な分析が可能となる。
なお，本研究では地理情報解析支援ソフトとし
て，高い汎用性を有し，簡便な操作による作図
が可能である地理情報分析支援システム
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（ // 5 /
/）を使用している。

による地図化については，2003年度，
2004年度，2005年度の常勤看護職員の離職率お
よび2005年度の離職率における全国平均値との
差，2005年度の新卒看護職員の離職率および全
国平均値との差，2005年度の都道府県別の病院
数，200床を境界とする病院数割合および200床
以上の病院数の等値線図を作図している。なお，
2007年12月時点で直近のデータである2005年度
の離職率については，地図化により分布に類似
性がみられた統計情報である病院数および200
床以上の病院数との関連性を統計学的に検討す
るために，離職率を予測変数とする多項式回帰

モデルによる回帰分析を行っている。

Ⅲ

2005年度の常勤看護職員の離職率を に示
す。全国平均値12.3％についてみると，厚生労
働省の平成17年雇用動向調査7)による，パート
タイム労働者を除いた女性の一般労働者の離職
率18.3％より低いものの，産業別の常用労働者
との比較においては，金融・保険業の12.1％，
情報通信業の12.2％と同水準となっていた。な
お，看護職と同様に女性が多く就く専門職であ
る介護職については，介護労働安定センターが
実施した平成17年度事業所における介護労働実
態調査8)の正社員の離職率が介護職員16.9％，
訪問介護員16.2％と報告されており，いずれの
値も看護職員の離職率より高くなっていた。
都道府県別の常勤看護職員の離職率をみると，
15都道府県で全国平均値を上回っており，東京
都，大阪府で17％，神奈川県，埼玉県，福岡県，
沖縄県で14％を超えている一方で，岩手県，青
森県，山形県，福島県では６％台と全国平均値
の半分程度の水準にとどまっていた。

は病院勤務の常勤看護職員
の離職率について，2003年度から2005年度まで
時系列に表したものである。

に共通して，関東地方から東海地方
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を経由し近畿地方に至るまでの東京圏と大阪圏
間のメガロポリス地帯および山陽地方，九州地
方における離職率が相対的に高く，反対に東北
地方および北陸地方で低くなっており，継続し
て西高東低の傾向となっていることがわかる。

は2005年度の常勤看護職員の離職率にお
いて，分布の偏りを際立たせる意図から全国平
均値との差の絶対値を円の径，正負符号を異な
る配色で表したものである。円の径が大きく淡
色であれば全国平均値を大きく上回っているこ
とになるが，東京圏と大阪圏に加えて，北海道，
福岡県，沖縄県で全国平均値を上回っている分

布が明瞭に示されている。

2005年度の新卒看護職員の離職率を に示
す。全国平均値9.3％についてみると，専門職
である看護職員の離職率は，厚生労働省職業安
定局が雇用保険被保険者の記録を基に算出した
2005年３月卒の新規学卒就職者の在職期間別離
職率における１年目の離職率である，短大等卒
19.5％，大学卒15.0％より低い水準となってい
た。
都道府県別の新卒看護職員の離職率をみると，
18都道府県で全国平均値を上回っており，栃木
県は15.9％と顕著に高く，高知県，沖縄県が13
％，大阪府，長崎県，鹿児島県，徳島県，福岡
県が11％を超えている一方で，秋田県，石川県
は全国平均値の半分以下であるなど，常勤看護
職員に比べて大きな都道府県格差がみられた。

は2005年度の新卒看護職員の離職率，
は と同様に新卒看護職員の離職率の全国

平均値との差の絶対値と正負符号を表したもの
であり，東京圏を除く東北地方から近畿地方に
至る太平洋側で離職率が低い傾向が示されてい
る。

都道府県別の病院数および200床以上の病床
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規模を有する病院数について，常勤看護職員お
よび新卒看護職員の離職率との分布の関連性の
検討を行った。なお，大規模病院に看護師が集
中する傾向に加えて，佐賀県16.2％，沖縄県
49.5％のように全病院数に占める割合に大きな
差が存在することから，病院数の内生変数であ
る200床以上の病院数についても，独立した変
数として用いている。
都道府県別の病院数を に示す。東京都と
北海道が600施設以上，大阪府500施設以上，福

岡県400施設以上と続き，埼玉県，他３県が300
施設を超えている一方で，鳥取県，他９県では
100施設を下回っていた。他方，200床以上の病
院数については，東京都と大阪府が200施設弱，
北海道，他６県が100施設を超えている一方で，
福井県，佐賀県，鳥取県は20施設未満となって
いた。

は都道府県別の病院数および200床を境
界とする病床数別の割合を併せて表したもので
あり，円グラフの径として病院数，グラフの要
素として200床を境界とした病院数が示されて
いる。
病院数，200床以上の病院数ともに関東地方，
近畿地方，九州地方で相対的に多く，東北地方，
北陸・甲信地方・山陰地方，四国地方で少ない
ことがみてとれる。
さらに， は200床以上の病院数の分布に

着目して，10施設間隔の等値線（細実線）およ
び100施設間隔の境界線（太実線）を用いて表
したものである。 による描画演算に関して
は，線分で囲まれた都道府県ごとのユニット構
造に依拠しているため，単体での面積が大きい
北海道については集塊性が表現されていないも
のの，東京圏，大阪圏，福岡県に中心性がみら
れ，東北地方，北陸地方，中国地方，四国地方
で相対的に少ない分布の特徴が示されている。
以上から，病院数および200床以上の病院数
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の分布ともに，常勤看護職員の離職率の分布と
類似の傾向がみられたことから，2005年度の都
道府県別の病院勤務の常勤看護職員の離職率と，
2005年10月１日時点の都道府県別の病院数およ
び200床以上の病院数との関連性について，統
計学的な検討を行った。

は2005年度の都道府県別の常勤看護職員
の離職率と病院数および200床以上の病院数を
プロットした散布図である。
常勤看護職員の離職率を予測変数，病院数あ

るいは200床以上の病院数をそれぞれ説明変数
とする多項式回帰モデルによる回帰分析を行っ
た結果，説明変数が病院数の場合の回帰式は
ｙ＝－1Ｅ－07ｘ3＋0.0001ｘ2－0.0125ｘ＋
10.067，決定係数0.5049，また，200床以上の
病院数である場合の回帰式はｙ＝－2Ｅ－06ｘ3

＋0.0005ｘ2－0.0081ｘ＋9.6091，決定係数
0.5129が得られたことから，両変数ともに離職
率の変動の50％程度を説明できる可能性が示唆
された。ただし，病院数で200施設以下，200床
以上の病院数で50施設以下のように範囲を限定
すると離職率にばらつきがみられることから，
両変数が常勤看護職員の離職率の決定要因とし
て有効な指標であるかは慎重に検討すべき課題
と考えられる。なお，新卒看護職員の離職率に
ついても，病院数，200床以上の病院数を説明
変数とする同様の多項式回帰モデルを検討した
ところ，いずれの回帰式も適合性は十分ではな
く，離職率との関連性は認められなかった。

Ⅳ

を用いた地図化から，都道府県および地
域ブロックレベルにおける看護職員の離職率の
分布や離職率と病院数および200床以上の規模
の病院数との関連性を検討した。
看護職にかかわるデータの地域格差について

は，これまで人口当たり看護師数などのいわゆ
る人口当たり指数における都道府県格差等が多
く指摘されていたが，本研究から，常勤看護職
員の離職率が都市圏において高い水準となって
おり，西高東低に類する分布を維持しているこ

とが見いだされた。
専門職であり，女性が多くを占めている看護
職にとって，現在の就業先を離職して，看護の
質の高い病院や希望する労働環境を整備してい
る病院へ移動することは，キャリアプランニン
グあるいはワーク・ライフ・バランスの実現と
指摘することも可能である。
そのような観点からみて，転職先となる医療
機関の選択肢が多い都市圏においては，離職を
伴う就業先移動が地方より多く発生する傾向に
あり，移動に際しても転居の必要性が低いため
に，離職自体が容易であると推測できることか
ら，離職率を地理的特性や空間的位相関係から
考察することの可能性が示唆されたと考えられ
る。
一方，新卒看護職員の離職率については，常
勤看護職員のような顕著な分布はみられず，病
院数との関連性も認められなかったものの，
2006年４月の診療報酬改定における７対１入院
基本料の導入により，看護師の需要が拡大した
ことから，2006年度以降の入職者の離職率につ
いては，継続的な検討の必要性が高いと考えら
れる。
常勤看護職員と新卒看護職員の離職率を検討
する際には，都市と地方，都市域と郊外地域等
の同一地域内に存在する差異に留意し，適切な
分析単位を設定することが不可欠と考えられる。
最後に，本研究では の基本的機能であ

る地理上の分布描画に主眼を置き，都道府県お
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よび地域ブロック間の離職率の格差やその要因
を検討したが，今後は医療・福祉・衛生分野に
おける地域と属性データ間における自動演算や
抽出機能などを用いた多属性の空間的相互関係
に関する研究の蓄積が望まれる。
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